
ラストワンマイルの結節点となる道の駅の最適立地 

 

長岡技術科学大学 環境社会基盤工学課程 非会員 ○久保舞華  

長岡技術科学大学大学院 環境社会基盤工学専攻 正会員  佐野可寸志 

長岡技術科学大学大学院 環境社会基盤工学専攻 正会員  高橋貴生  

長岡技術科学大学大学院 環境社会基盤工学専攻 正会員  松田曜子  

 

1．はじめに 

 現在，地方部では過疎化や高齢化が進み，公共交通

空白地域の解消が課題となっている．その中で，国土

交通省と経済産業省は，高齢化が進む地域での地域内

交通の確保が一つの目的となっている「ラストワンマ

イルの導入」の動きを進めている 1)． 

先行研究では，非効率にならざるを得ない路線が多

い中山間地域における公共交通の運行計画を支援する

システムについて，森山ら 2)が GISベースのツールを

開発している．また，首都圏における県境や山間部な

どにも対応した道の駅最適配置について，本間ら 3)が

混合整数計画法に基づいた最適配置理論の適応を試み

たことを報告している．  

 本研究では，地方路線バスとラストワンマイルとな

る交通システムの結節点の配置場所を検討する．長岡

市内の公共交通空白地である和島地域を対象とし，新

潟県内の地域公共交通利用状況をもとに道の駅の最適

立地問題を構築し，合理的に選定することを目的とす

る． 

 

2．研究手法 

2．1 研究フロー 

新設する道の駅から自宅まで，1 人ずつ送迎するサ

ービスを行うと仮定する．公共交通空白地において，

新たにサービスを受ける利用者の効用が最大となるメ

ッシュを算出することにより，道の駅の立地場所を検

討する．QGISを用いて，公共交通空白地域かつ道路が

通っている 250m メッシュを抽出し，それぞれのメッ

シュにおいて道の駅カバー範囲と延長分のバス停カバ

ー範囲を構築する．これらのカバー範囲内人口とアン

ケート結果を用いた年間延べ利用回数，地域公共交通

データを用いた運行距離から，カバー圏ごとの効用を

算出する．本研究では，社会的便益が最大となった候

補地を最適立地場所とする．立地場所選定の全体フロ

ーを図-1に，候補地のイメージを図-2に示す． 

図-1 立地場所選定フロー 

 

図-2 候補地のイメージ図 

 

2．2 最適立地問題の定式化 

 運賃や支払意思額，運行費用，収支率を説明変数，

社会的便益を目的関数とする． 

（1）カバー範囲内人口 

 道の駅カバー範囲 Aの半径を R[km]とする（図-2参

照）．範囲A内に均等に人口が分布すると仮定すると，

中心からの距離の平均は 2R/3[km]となる．実際の道路

は，直線とはならないため，和島 5箇所，山古志 5箇

所の計 10 箇所をランダムで抽出し，実移動距離より

も短い範囲半径 2R/3[km]を算定する．また，延長分の

バス停カバー範囲 Bを構築する（図-2参照）．QGISを

用いて，それぞれのメッシュの中心からメッシュ内の

道路上において最も近い点を抽出し，その点から既存

のバス停までの最短経路を算出する．この経路が既存

のバス停からの延長距離となり，経路に沿って形成さ

れた 300ⅿバッファ圏内が延長分のバス停カバー範囲

となる． 



 以上より，メッシュ𝑖に属するカバー範囲内人口𝑀𝑖

は，Aと Bの範囲内の人口総数となる．ただし，Bが

Aの範囲内に含まれている場合は，Aの人口総数を用

いる． 

 

（2）年間延べ利用回数 

 年間の延べ利用回数を求めるために，コミュニティ

バスが運行している山古志地域におけるアンケート結

果を用いて，1 人あたりの年間利用回数を算出する．

利用率は式(1)より算出できる． 

 

𝑢 = 𝑎 ×
1

𝑏
× 𝑡 (1) 

𝑢：1人あたりの年間利用回数[回/年] 

𝑎：アンケートから得られたクローバーバス利用者

数[人] 

𝑏：アンケート回答者数[人] 

𝑡：クローバーバス利用頻度[回/年] 

 

よって，それぞれのカバー範囲ごとの年間の延べ利

用回数𝑠𝑖は，式(2)より算出できる． 

 

𝑠𝑖 = 𝑢 ×𝑀𝑖 (2) 

𝑠𝑖：カバー圏𝑖の年間の延べ利用回数[
回・人

年
] 

 

（3）延長分の総運行距離 

 運行予定日数を土日祝日と年末年始を除いた

245[日]と仮定すると，カバー圏ごとの道の駅までの年

間の総運行距離は，式(3)より算出できる． 

 

𝑣𝑖 = 𝑐𝑖 × 𝑑 × 245 (3) 

𝑣𝑖：カバー圏𝑖の年間の総運行距離[km] 

𝑐𝑖：カバー圏𝑖の中心から最寄りのバス停までの最

短距離[km] 

𝑑：地域公共交通データから求めた運行便数[本/日] 

 

（4）社会的便益 

 それぞれのカバー圏における社会的便益は，式(4)よ

り算出できる．なお，平均支払意思額はアンケートの

結果より算出する． 

 

𝑈𝑖 = 𝑠𝑖(𝑒 − 𝑓) − 𝑔 × 𝑣𝑖 × (1 − ℎ) (4) 

𝑈𝑖：カバー圏𝑖の社会的便益 

𝑒：𝑓円以上と回答した平均支払意思額[円] 

𝑓：1回あたりの運賃[円] 

𝑔：1kmあたりのバスの運行費用[円] 

ℎ：地域公共交通データから得られた収支率[%] 

 以上より，式(4)において𝑈𝑖
𝑚𝑎𝑥となるカバー圏𝑖の中

心となるメッシュを最適立地場所とする． 

 

3．使用データ 

本研究では，和島地域周辺の道路ネットワークを構

築するために，DRMデータベースを用いる．また，バ

スを利用する頻度と平均支払意思額について，アンケ

ート調査結果を用いる．さらに，路線バス延長部分の

運行費用について，新潟県内における地域公共交通利

用状況データを用いる．人口データについて，e-Statで

公開されている 2015 年新潟県長岡市 5 次メッシュ

（250mメッシュ）統計データを用いる． 

 

3．1 アンケート調査の概要 

 年間延べ利用回数と社会的便益を算出するため，和

島地域と，中山間地域代表の山古志地域を対象とした

アンケート調査を実施した．アンケート調査の主な質

問内容は表-1 に示すとおりである．アンケートでは，

自宅から支所までの送迎サービスに対する片道の支払

意思額を調査しており，本研究では，支所を道の駅に

置き換えて結果を用いる．調査は，山古志地域では

2020 年 8月 28 日～9月 11 日に郵送配布・郵送と QR

コードによるWEB回収，和島地域では，2020年 9月

18 日～10 月 5 日に町内便りによる配布・収集で実施

された．配布数は，山古志地域が 865（404世帯），和

島地域が 3,747（1,249世帯）であり，回収数（回収率）

は，山古志地域が 144（16.6%），和島地域が 1,295（34.6%）

となっている． 

 

表-1 アンケート調査項目 

項目 内容

①
自宅から支所までの送迎サービスの

片道の支払意思額

②
生鮮食品や日用品を扱うミニスーパーが

支所に併設されている場合の支払意思額

③
クローバーバスを利用したおでかけ頻度

（山古志地域のみ）



3．2 アンケート基礎集計結果 

 アンケート調査の基礎集計結果として，各地域にお

いてアンケート項目ごとの平均支払意思額，クローバ

ーバスの利用頻度を集計したものを以下に示す．アン

ケート項目については，表-1における項目に従う．た

だし，項目②における平均支払意思額は，バス停から

の送迎サービスとして得られた結果を，自宅からの送

迎サービスで行う場合に換算した値である． 

図-3 平均支払意思額 

 

図-4 クローバーバス利用頻度（n=19） 

 

図-3より，現在コミュニティバスが運行している山

古志地域の平均支払意思額が，コミュニティバスが運

行していない和島地域と比較するとより高い傾向が見

られた．山古志地域において，クローバーバスの運賃

が大人 1人あたり 200円であり，一つの指標となって

いるため平均支払意思額が高くなった可能性が考えら

れる．また，店舗が多く立地している和島地域は，山

古志地域と比較すると項目①と項目②の差が小さい．

これより，店舗数の多寡が項目ごとの差に現れている

ことがわかる．本研究では，アンケート項目①の結果

より算出した平均支払意思額を用い，メッシュ内に店

舗が立地している場合は，アンケート項目②の結果よ

り算出した平均支払意思額を用いて社会的便益を求め

る． 

図-4より，月 1～3 日単位でクローバーバスを利用

することが多いことが分かる．クローバーバス利用者

1人あたりの年間トリップ数の平均値は約 32[回/年]と

なった．また，アンケート上のバスを利用する可能性

のある人の割合は約 5.93[%]となり，クローバーバスを

日頃から利用している住民は限られていることが分か

る． 

 

3．3 地域公共交通利用状況 

 道の駅まで運行するバスの 1日あたりの運行便数を

決定するため，新潟県内における地域公共交通の運行

便数のデータを用いる．デマンド交通と市街地を運行

している地域公共交通を除いた利用状況データは，図

-5，図-6に示すとおりである．また，運行便数は 1日

あたり，収支率は 1年あたりの平均値を用いている．

図-5，図-6より，運行便数は最頻値となった 4[本/日]

を，収支率は平均値の 12.1[%]を社会的便益の算出に用

いる． 

図-5 地域公共交通の運行便数 

 

図-6 地域公共交通の収支率 



4．最適立地場所の選定結果 

本研究では，燃料費を 10[円/km]とし，運賃を 100[円]

（= 𝑓）と仮定すると，実移動距離（＝2R）が往復 10[km]

範囲内の人が利用する．各データより，2R/3≒3.64[km]，

𝑎 = 8[人]，𝑏 = 111[人]，𝑡 ≒ 32[回/年]，𝑢 ≒ 5.93[%]，

𝑑 = 4[本]，ℎ = 12.1[%]となり，𝑔＝320[円]と仮定して

計算した結果，194 ヶ所から社会的便益が最大となっ

た 250mメッシュを，図-7に示す．また，図-8に和島

地域を中心とした公共交通空白地のみの人口分布を示

す．図-8における公共交通利用可能地域は，住民が徒

歩で公共交通を利用できる範囲内を表している．通常，

バス路線では 300m圏内が用いられている． 

 

図-7 最適立地場所の選定場所 

 

図-8 公共交通空白地のみの人口分布 

 

図-7より，算出された上位 5か所のうち 3 ヶ所は，

店舗が併設しているメッシュが選定されたことが分か

る．立地場所に店舗が併設した場合，1 回乗車あたり

の支払意思額が約 100円高くなったため，社会的便益

に影響を与えたと考えられる．また，和島における最

適立地場所は，既存のバス路線の途中に位置する．し

たがって，道の駅を新設するためにバス路線を終点か

ら延長することと比較すると，バス路線の途中に立地

することの方が有利であると言える．図-8より，道の

駅利用想定範囲を決定する際の料金設定や運賃などの

条件を変更すると，カバー範囲内に含まれる人口が変

化することで候補地の順位が変動し，バス路線の延長

が有利である可能性があると考えられる． 

 

5．まとめ 

 本研究は，QGISを用いて社会的便益を算出した．店

舗が併設された候補地が上位に含まれたことから，観

光者だけではなく，地域住民の利便性を考慮した店舗

併設型の道の駅の新設を考える必要がある．また，算

出された候補地は，既存のバス路線周辺に位置すると

いう結果になったが，基準値を変化させることで，バ

ス停の終点から路線を延長した先に位置する公共交通

空白地が候補地となることが考えられる．また，条件

となるカバー範囲半径の値の精度を高くすることで，

候補地の順位が変動することが考えられる． 

 今後は，カバー範囲内人口総数の算出をシステム化

することとしている．具体的には，道路が通っている

メッシュを抽出し，カバー範囲内人口総数をプログラ

ムにより算出するという一連の流れを行うシステムを

構築していく予定である． 
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